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１. 概略評価（治水対策案抽出）
■治水目標を達成するための複数の治水対策案について、「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 中間と
りまとめ H22.9」をもとに立案。
■八田堰上・下流で、治水目標が異なるため、上下流別に治水対策を立案。

1.新規ダム 2.既設ダム
の有効活用 3.遊水地 4.放水路 5.河道掘削 6.築堤 7.堤防嵩上

げ 8.樹木伐採 9.決壊しな
い堤防

10.決壊し
づらい堤防

11.高規格
堤防

12.排水機
場等

1.雨水貯留
施設

2.雨水浸透
施設

3.遊水機能
を有する土
地の保全

4.部分的に
低い堤防の
存置

5.霞堤の存
置 6.輪中堤 7.二線堤 8.樹林帯等

9.宅地の嵩
上げ・ピロ
ティ建築等

10.土地利
用規制

11.水田等
の保全

12.森林の
保全

13.洪水の
予測情報の
提供等

14.水害保
健等

【対策】

今整備計画
では多大な
費用および
時間を要す
るため採用
しない

調節ルール
の見直しに
よる効果は
小さく、多
大な費用を
要するため
採用しない

候補地がな
いため採用
しない

直轄区間は
大きな蛇行
部がなく概
ね直線的な
河道であ
り、ショー
トカット可
能な候補
ルートがな
いため採用
しない

整備目標流
量に対して
流下能力が
不足してい
るのは無堤
部のみであ
るため採用
しない

流下能力を
向上させた
りする機能
がなく、ま
た、現時点
で背後地の
再開発等の
計画がなく
沿川に適地
が無いため
採用しない

流下能力を
向上させた
りする機能
がないため
採用しな
い。なお、
支川の内水
対策として
別途推進す
る

候補地がな
いため採用
しない

候補地がな
いため採用
しない

【効果及び適用性】

【複合案】

※樹木伐採は全てのケースに含まれる

【整備メニュー】

治水対策メニュー

流出量の評
価に水田の
貯留効果は
見込まれて
おり、現況
の保全に
ピーク流量
を低減させ
たり流下能
力を向上さ
せたりする
機能はない
ことから採
用しない

流出量の評
価に森林の
貯留効果は
見込まれて
いるため、
現況の保全
によって
ピーク流量
を低減させ
たり流下能
力を向上さ
せたりする
機能はない
ことから採
用しない

河道のピーク流量を低減させたり流下能力を向上させ
たりする機能がないため採用しない

流域の土地利用状況から
効果は小さく適用性が低
いため採用しない

河道のピーク流量を低減
させたり流下能力を向上
させたりする機能がない
ため採用しない

流域対策メニュー
（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全）

適地がないため採用しな
い

河川整備メニュー
（河道改修、ダム、遊水地）

技術的手法が確立されて
おらず、長大な堤防につ
いては、経済的、社会的
な課題を解決しなければ
ならないため採用しない

治水対策案

河道改修

①築堤 ②河道掘削

仁
淀
川
の
治
水

対
策
案
の
方
策

築堤案 河道掘削案 河道掘削＋築堤案

1.新規ダム 2.既設ダム
の有効活用 3.遊水地 4.放水路 5.河道掘削 6.引堤 7.堤防嵩上

げ 8.樹木伐採 9.決壊しな
い堤防

10.決壊し
づらい堤防

11.高規格
堤防

12.排水機
場等

1.雨水貯留
施設

2.雨水浸透
施設

3.遊水機能
を有する土
地の保全

4.部分的に
低い堤防の
存置

5.霞堤の存
置 6.輪中堤 7.二線堤 8.樹林帯等

9.宅地の嵩
上げ・ピロ
ティ建築等

10.土地利
用規制

11.水田等
の保全

12.森林の
保全

13.洪水の
予測情報の
提供等

14.水害保
健等

【対策】

今整備計画
では多大な
費用および
時間を要す
るため採用
しない

調節ルール
の見直しに
よる効果は
小さく、多
大な費用を
要するため
採用しない

直轄区間は
大きな蛇行
部がなく概
ね直線的な
河道であ
り、ショー
トカット可
能な候補
ルートがな
いため採用
しない

はん濫リス
クを増大す
ることにな
るため採用
しない

流下能力を
向上させた
りする機能
がなく、ま
た、現時点
で背後地の
再開発等の
計画がなく
沿川に適地
が無いため
採用しない

流下能力を
向上させた
りする機能
がないため
採用しな
い。なお、
支川の内水
対策として
別途推進す
る

候補地がな
いため採用
しない

候補地がな
いため採用
しない

【効果及び適用性】

【複合案】

※樹木伐採は全てのケースに含まれる

【整備メニュー】 ※遊水地および引堤を優先し、目標不足分を河道掘削で補う

河道のピーク流量を低減
させたり流下能力を向上
させたりする機能がない
ため採用しない

流域対策メニュー
（霞堤、輪中堤、水田貯留、各戸貯留浸透施設、森林保全）

適地がないため採用しな
い

治水対策メニュー

流出量の評
価に水田の
貯留効果は
見込まれて
おり、現況
の保全に
ピーク流量
を低減させ
たり流下能
力を向上さ
せたりする
機能はない
ことから採
用しない

流出量の評
価に森林の
貯留効果は
見込まれて
いるため、
現況の保全
によって
ピーク流量
を低減させ
たり流下能
力を向上さ
せたりする
機能はない
ことから採
用しない

河川整備メニュー
（河道改修、ダム、遊水地）

河道のピーク流量を低減させたり流下能力を向上させ
たりする機能がないため採用しない

河道改修

技術的手法が確立されて
おらず、長大な堤防につ
いては、経済的、社会的
な課題を解決しなければ
ならないため採用しない

流域の土地利用状況から
効果は小さく適用性が低
いため採用しない

②遊水地①河道掘削 ③引堤

治水対策案

仁
淀
川
の
治
水

対
策
案
の
方
策

河道掘削案 河道掘削＋遊水地案 河道掘削＋引堤案

＜八田堰上流部：平成17年9月洪水規模 11,000m3/s＞

＜八田堰下流部：昭和38年8月洪水規模 12,900m3/s＞
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河道掘削（樹木伐採含む）単独により、
加田地区の堤内地盤高以下で目標流
量 11,000m3/sを確保

案②：河道掘削案
（樹木伐採含む）

築堤整備および築堤に伴う旧
堤撤去や表面掘削、樹木伐採
により目標流量11,000m3/sを
HWL以下で確保

案①：築堤案
（樹木伐採含む）

概要図

掘削下限高を基本方針河道で定めてい
る平水位以上とし、高さの不足分を築堤
で確保することで目標流量11,000m3/s
を確保

内 容

案③：河道掘削＋築堤案
（樹木伐採含む）

治水
対策案

八田堰上流の治水対策案

２. 治水対策の立案 八田堰上流
・一次選定によって抽出された対策案をもとに、政策目標である11,000m3/sを安全に流下可能な組合せを立案
・ 「5.河道掘削」、「6.築堤」の単独案および「両者の複合案」として治水対策案を立案

：河道掘削

：樹木伐開

：築堤整備

：樹木伐採

：河道掘削

：築堤整備

：樹木伐採

：河道掘削
(高水敷表面掘削)
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引堤により確保可能な流下
能力と複合し、河道掘削
（樹木伐採含む）により流下
断面を確保する

遊水地案による洪水調節
量と複合し、河道掘削（樹
木伐採含む）により流下断
面を確保する

河道掘削（樹木伐採含む）
により流下断面を確保する

内 容

案②：
河道掘削＋
遊水地案

案③：
河道掘削＋
引堤案

案①：
河道掘削案

概要図容治水対策案

八田堰下流の治水対策案

３.治水対策の立案 八田堰下流
・一次選定によって抽出された対策案をもとに、政策目標である12,900m3/sを安全に流下可能な組合せを立案
・ 「5.河道掘削」以外の「3.遊水地」、「6.引堤」では、単独で政策目標を達成できないため、河道掘削との複合案
として治水対策案を立案

：河道掘削

：樹木伐開

：河道掘削

：樹木伐開

：河道内遊水地

河道内遊水地

河道内遊水地

◆西畑引堤
1.4ｋ～2.4ｋ：50～100m

：河道掘削

：樹木伐開

：引堤

6
km

6
km
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４. 治水対策の比較検討結果 八田堰上流

＜比較検討結果 八田堰上流＞

■ 「河道掘削案」および「河道掘削+築堤案」においては、加田地区の水位低下を図るために、広範囲におよぶ河道
掘削を伴うため、コストが非常に高く、築堤案に比べ河川環境面についても影響が大きい。
■ 「築堤案」は、他案に比べ安価であるとともに、河川環境面への影響も少ない。
⇒よって、八田堰上流の治水対策案としては、コスト面、環境面等から『築堤案』を採用する

治水対策案と実施内容の概要      築堤案 河道掘削案 河道掘削＋築堤案

      評価軸と評価の考え方 築堤により目標流下能力を確保する(11,000m3/s確保)

河道掘削(八田堰改築含む)により、目標流下能力を
確保する(11,000m3/s確保)
※堤防未整備地区は、堤内地盤高以下での流下能力
を確保する

河道掘削＋築堤により目標流下能力を確保する
(11,000m3/s確保)
※平水位以上の掘削

河川整備計画レベルの目標に対し安全を確保できるか 河川整備計画規模(1/15)が確保可能 河川整備計画規模(1/15)が確保可能 河川整備計画規模(1/15)が確保可能
目標を上回る洪水等が発生した場合にどのような状態と
なるか

段階的にどのように安全度が確保されていくのか
（例えば５、１０、２０年後）

どの範囲でどのような効果が確保されていくのか
（上下流や支川等における効果）

〔今後３０年間の洪水被害軽減額〕

完成までに要する費用はどれくらいか 33億円 456億円
(八田堰改築156億円＋平水位以下掘削300億円)

224億円
(平水位以上掘削209億円＋暫定築堤15億円)

維持管理に要する費用はどれくらいか（今後３０年間） 堤防養生・除草：0.6億円(200万/年) 土砂再堆積：22億円程度(7,400万円/年) 堤防養生・除草：0.6億円(200万/年)
土砂再堆積：5億円程度(1,500万円/年)

〔今後３０年間に要する費用の合計〕 約34億円（維持管理費含む） 478億円（維持管理費含む） 230億円（維持管理費含む）

土地所有者等の協力の見通しはどうか
工場、牛舎等の移転はあるが、地元から堤防整備の要
望もあり、地元説明でも大きな問題は発生していな
い。

ほぼ民地が無く、問題はない
(一部の樹林群程度)

工場、牛舎等の移転はあるが、地元から堤防整備
の要望もあり、地元説明でも大きな問題は発生し
ていない。

その他の関係者との調整の見通しはどうか 特になし 八田堰の改築に伴い、高知県、利水者、漁協との調
整に時間を要する。 特になし

法制度上の観点から実現性の見通しはどうか
技術上の観点から実現性の見通しはどうか

持続性 将来にわたって持続可能といえるか 維持可能
(護岸・堤防等の定期的な点検修繕) 築堤案が他案に比べ持続性は高い。

柔軟性 地球温暖化に伴う気温変化や社会環境の変化など、将来
の不確実性に対する柔軟性はどうか 河道掘削を実施すれば柔軟に対応可 築堤を実施すれば柔軟に対応可 築堤(完成堤)を実施すれば柔軟に対応可 3案で柔軟性に大きな差はない。
事業地及びその周辺への影響はどの程度か 特になし 特になし 特になし

地域振興に対してどのような効果があるか 特になし
平水位以下の掘削により、仁淀川の特徴および魅力
であるレキ河原が減少し、空間利用が大幅に少なく
なる。

空間利用が盛んな砂州上の掘削が必要であり、工
事期間は空間利用が制限される。出水後等の平水
位を上回る時期は、空間利用範囲が少なくなる

地域間の利害の衝平への配慮がなされているか 利害は同一箇所で発生し、衡平である。 河道内の掘削であるため、衡平差に大きな影響は無
い。

河道内の掘削であるため、衡平差に大きな影響は
無い。

水環境に対してどのような影響があるか 現況と変わらない 冠水頻度が大幅に変わり、大規模な改変が懸念され
る 平水時は、現況と変わらない

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にどのよう
な影響があるか 築堤のみであり、影響は少ない。
土砂流動はどう変化し、下流河川・海岸にどのように影
響するか 築堤のみであり、影響は少ない。

景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのような影響が
あるか

築堤整備に伴い、高水敷が確保され、空間利用の促進
に繋がる

レキ河原の減少に伴い、空間利用範囲が大幅に減少
することで、影響は大きい

出水後等の平水位を上回る時期は、空間利用範囲
が少なくなり、影響が懸念される。なお、加田地
区においては、築堤整備に伴い、高水敷が確保さ
れ、空間利用の促進に繋がる

評価軸ごとの評価

3案ともに河川整備計画レベルの安全度が
確保できる。また、段階的に安全度向上も
見込まれる。

築堤案が他案に比べ断然コストが安価であ
る
また、河道掘削を含む2案は土砂の再堆積
の維持管理費が必要である。

河道掘削案では、八田堰の改築が伴うた
め、関係者との時間を要するため見通しが
見えない。
築堤が伴う2案は、築堤内容の地元説明が
済んでおり、大きな問題はない

築堤案は、築堤のみであり、河道掘削を伴
う2案に比べ河川環境の改変は少ない。

河道掘削を伴う2案は、大規模な河道掘削
が伴うため、現状での空間利用範囲が制限
される。

実現性

地域社会への
影響

環境への影響

河道掘削が長区間で広範囲であるため、築堤案に比べると影響は大きい

掘削範囲が広範囲であり、土砂の再堆積が懸念される。

現行法制度内で対応可

安全度
(被害軽減効)

コスト

維持可能
(河積確保のため堆積土砂の撤去、護岸・堤防等の定期的な点検修繕)

当面：八田堰下流の治水安全度バランスを考慮し、暫
定築堤で9,400m3/sを確保
中期：戦後第3位洪水(H17.9)11,000m3/s洪水を安全に
流下可能

当面：八田堰の全面改築を実施
中期：八田堰直下流～加田地区まで河道掘削を実施
し、戦後第3位洪水(H17.9)
11,000m3/s洪水を安全に流下可能

当面：八田堰上流～加田地区まで河道掘削で
8,900m3/sまで確保
中期：計算水位＋2mの暫定築堤により、戦後第3
位洪水(H17.9)11,000m3/s洪水を安全に流下可能

被害は発生するが、軽減を図ることができる

28億円

現行技術水準で対応可



6

５. 治水対策の比較検討結果 八田堰下流

■遊水地案および引堤案は、整備に伴う用地補償面積が広範囲であり、多大な時間と費用を要する。
■両案ともに流下能力および調節効果が少なく、河道掘削案と同規模程度の掘削が必要であるため、河川環境に
与える影響の差は大きくない。
⇒よって、八田堰上流の治水対策案としては、コスト面および効率的に流下能力を確保できる『河道掘削案』を採用

治水対策案と実施内容の概要      河道掘削案 河道掘削＋遊水地案 河道掘削＋引堤案

      評価軸と評価の考え方 河道掘削により目標流下能力を確保する(12,900m3/s確保

河道内遊水地により遊水地下流の河道配分流量を低
減させる(低減効果300m3/s)
低減後の流量に対応した河道掘削を実施する
(12,600m3/s河道)

引堤により流下能力を確保する(200～400m3/s向
上)
不足分を河道掘削で補う

河川整備計画レベルの目標に対し安全を確保できるか
目標を上回る洪水等が発生した場合にどのような状態と
なるか

段階的にどのように安全度が確保されていくのか
（例えば５、１０、２０年後）

どの範囲でどのような効果が確保されていくのか
（上下流や支川等における効果）

〔今後３０年間の洪水被害軽減額〕

完成までに要する費用はどれくらいか 202億円 381億円　(遊水地186億円＋河道掘削195億円) 240億円　(引堤50億円＋河道掘削190億円)

維持管理に要する費用はどれくらいか（今後３０年間）

〔今後３０年間に要する費用の合計〕 262億円（維持管理費含む） 441億円（維持管理費含む） 300億円（維持管理費含む）

土地所有者等の協力の見通しはどうか 堤外民地が多く協力の見通しが不明である。
(民地：424,176m2)

堤外民地が多く、大規模な耕作地の買収・補償が必
要であり、協力の見通しが不明である。
(民地：424,176m2＋遊水地補償：1,300,000m2)

堤外民地が多く、更に堤内側のハウス農園の買収
が必要であり見通しが不明である。
(民地：424,176m2、堤内側ハウス農園89,010m2)

その他の関係者との調整の見通しはどうか
法制度上の観点から実現性の見通しはどうか
技術上の観点から実現性の見通しはどうか

持続性 将来にわたって持続可能といえるか 3案で持続性に大きな差はない。

柔軟性 地球温暖化に伴う気温変化や社会環境の変化など、将来
の不確実性に対する柔軟性はどうか 掘削量を増減させれば柔軟に対応可 基本方針河道では遊水地の撤去が必要であり、柔軟

な対応が困難 掘削量を増減させれば柔軟に対応可
遊水地整備箇所は、基本方針河道で河積を拡大
する必要があり、将来的には撤去が必要であ
る。その他2案は大きな差はない。

事業地及びその周辺への影響はどの程度か 特になし 特になし ハウス農園の買収が必要であり、相当な時間を要
する

地域振興に対してどのような効果があるか 特になし 特になし ハウス農園の買収による影響が懸念される

地域間の利害の衝平への配慮がなされているか 整備は河道内であり配慮されている 遊水地は左右岸ともに整備するため配慮されている
現在、対岸の右岸側で河道へ前出しとなる波介川
河口導流事業を実施しており、左岸側が引堤にな
るた衡平差が大きい

水環境に対してどのような影響があるか 現況と変わらない 現況と変わらない 現況と変わらない

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にどのよう
な影響があるか

極力、河川環境への影響に配慮した河道掘削および樹
木伐採としており、大きな影響はないと考えられる。

遊水地により若干河道掘削が緩和されるが、その差
はほとんどない。

引堤により若干河道掘削が緩和されるが、その差
はほとんどない。

土砂流動はどう変化し、下流河川・海岸にどのように影
響するか

掘削した箇所で局所的に土砂の再堆積が懸念される
が、再堆積土砂は高知河岸へ養浜し影響を最小限に留
める。

遊水地により若干河道掘削が緩和されるが、その差
はほとんどない。

引堤により若干河道掘削が緩和されるが、その差
はほとんどない。

景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのような影響が
あるか

大規模な河道掘削を実施し景観の改変が懸念される
が、平水以上の掘削により平常時の河川風景はほとん
ど変わらない。

大規模な河道掘削に加え、大規模な遊水地の整備に
より景観の改変が懸念される。

大規模な河道掘削に加え、引堤により河川景観の
改変が懸念される。

安全度
(被害軽減効)

コスト

3案ともに大規模な河道掘削が必要であり、河
川環境の改変は大きな差はない。
河川景観においては、河道掘削案が一番改変が
少ない。

引堤案は、ハウス農園の買収が必要であり、メ
ロンやスイカ等の特産品への影響が懸念され
る。その他2案は大きな差はない。

実現性

地域社会への
影響

環境への影響

当面：河口部の樹木伐採により段階的に河口部～下流
部の安全度を向上
中期：下流から段階的に河道掘削を実施し、八田堰下
流区間で戦後第3位洪水(H17.9)洪水を安全に流下可能
長期：更に上流に向けて段階的に河道掘削を実施し、
八田堰下流区間で戦後最大規模(S38.8)洪水を安全に流
下可能

当面：河口部の樹木伐採により段階的に河口部～下
流部の安全度を向上
中期：下流から段階的に河道掘削を実施し、八田堰
下流区間で戦後第3位洪水(H17.9)洪水を安全に流下
可能
長期：更に上流に向けて段階的に河道掘削を実施す
るとともに、河道内遊水地の整備により八田堰下流
区間で戦後最大規模(S38.8)洪水を安全に流下可能

当面：河口部の樹木伐採により段階的に河口部～
下流部の安全度を向上
中期：下流から段階的に河道掘削を実施し、八田
堰下流区間で戦後第3位洪水(H17.9)洪水を安全に
流下可能
長期：更に上流に向けて段階的に河道掘削を実施
するとともに、引堤により八田堰下流区間で戦後
最大規模(S38.8)洪水を安全に流下可能

河川整備計画規模(1/30)が確保可能

被害は発生するが、軽減を図ることができる

維持可能
(河積確保のため堆積土砂の撤去、護岸・堤防等の定期的な点検修繕)

特になし

2,855億円

60億円（年間1～2億円程度）

現行法制度内で対応可
現行技術水準で対応可

評価軸ごとの評価

3案ともに河川整備計画レベルの安全度が確保
できる。また、段階的に安全度向上も見込まれ
る。

河道掘削案が一番コストが安価である
3案ともに大規模な河道掘削が必要であり、維
持管理費が必要である。

河道掘削案が堤外民地が多く、見通しは不明で
あるが、他案に比べ用地補償面積が小さく実現
性が高い。
遊水地案は、遊水地整備範囲(1300,000m2)の買
収・補償が必要である。
引堤案は、堤内側のハウス農園(89,010m2)の買
収が必要である。

＜比較検討結果 八田堰下流＞




